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台頭を待たねばならないであろう。 
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として把握しつつ、訴訟関係者それぞれの⾏為が制度・⼿続とどのように関わるのか、検討した。 
 訴訟において観察される「⼿続かくあるべし」という主張は、各⾏為者の有する⼿続規範認識
と、状況に応じた戦術的読みとの掛け合わせの結果として表出されたものといえる。本所裁判の
流動性や、院による推挙と下命の境界の曖昧さといった条件の下で、そうした規範意識は表出し
展開された。当事者の⾏動様式は、推挙者の持つ政治資源に期待する点では各種の訴訟に共通す
るが、出訴先選択は「何でもあり」なのではなく、⼝実は必要である。「正則」と「逸脱」とが
渾然としている感のある中世においても、⼈々にとって「⼿続として正しい」ということには固
有の価値があったと考える。〈本所であること〉や〈幕府法の規定への合致を求めること〉は、
⾃らの⾏為を正当化し相⼿⽅の⾏為を不当なものとするための拠り所であった。訴訟関係者た
ちは、それぞれの所属や有する縁故に応じて、⼯夫して正当性を調達しながら出訴先へアクセス
し、また訴訟に関与していたといえる。訴訟に対する⼈々のアプローチの仕⽅・関与のあり⽅は、
⼿続を決定づける要素の⼀つとして⽋かせないものであり、規範認識はそうした関与の仕⽅を
左右する重要な要素であった。 
 最後に、鎌倉中後期以降には《縁》を制度内化して馴致する試みがなされるとの佐藤雄基の指
摘も踏まえ、“介在者の呼び込み” という⾏為（現象）の⽰唆するところについて考察した。訴訟
において⾮難対象となる訴訟⾏為の本質は、その時々の正規ルートの外側から何らかの威⼒を
導⼊してくるという点にあると考えられる。第 5 章で述べたように、院伝奏への直接申し⼊れ
には〈奉⾏をこえた上訴〉である点で庭中とも共通する性格がみられた。しかし庭中は制度化さ
れているという点が⼤きく異なる。制度化され馴致された《縁》にはもはや「破壊⼒」はなさそ
うだが、そうした威⼒に依らなくても、仕組みが適切に設けられていれば⼀定の救済は可能であ
ろう。理不尽な⽬に遭わされたと感じた⼈々の不満を吸収し制御するために、体制の内部に独⽴
機関を作るという⼿法がある。それは⽇本中世であれば庭中に代表されるであろうし、現代に置
き換えれば司法とはそのような存在といえよう。制度内部において外部性（擬似的な外部）が保
障されるのであれば、介在者を呼び込む必要性は低下するだろう。そのように、縁故主義への対
抗という⾯から⾒ても、⼿続を保障することには重要性が認められる。 
 今後の課題としては以下のことを提⽰した。出訴経路の開拓という問題に関連して、訴訟にお
ける⼿続的な正当性という観点から、領主というものの存在の役割について、領主への出訴と中
⼈制との⽐較等も含めさらに考える余地がある。また、書状ないし事書の使⽤法をめぐる、⽂書
様式と訴訟⼿続との関係についても、事案の性格および当事者の⾝分や、伝達経路、訴訟戦略上
の狙いなど、様々な要素を考慮しながらさらに踏み込んで検討する必要がある。 
